
資料３－２ 令和２年度第１回福島県国民健康保険運営協議会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県統一保険料率について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和２年 １１月 ２４日 

福島県国民健康保険課 
 



 

１ 現行の国保運営方針の背景 

（１）納付金算定ガイドラインの規定（H28.4 月） 

  ①都道府県は、市町村ごとの国保事業費納付金の額を決定するにあ

たっては、市町村の医療費適正化機能が積極的に発揮されるよ

う、市町村ごとの医療費水準を反映する（α＝１が原則） 

 

②市町村の意見を十分に踏まえつつ、将来的には、都道府県内での

保険料水準の統一を目指し、都道府県内の各地域で提供される医

療サービスの均質化や医療費適正化の取り組み等を進めることが

求められる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 今回の見直しの方向性 

（１）内容 

県統一保険料率に向けて、統一の開始予定時期を定める。 

 

（２）背景 

  ①納付金算定ガイドラインの改定 

   医療費水準の反映の見直し（「α＝１」の原則撤廃） 

 ②骨太の方針２０１９（R 元.6.21） 
国保の都道府県内保険料水準の統一や収納率の向上など、受益と
負担の見える化に取り組む都道府県の先進・優良事例について全
国展開を図る。 
（骨太の方針２０２０「引き続き着実に実施する」） 

  ③統一時期の明示についての県内市町村からの要望 

 

（３）統一後の財政運営のイメージ 

  ①国保事業費納付金は、医療費指数の高い低いに関わらず、所得と

被保険者数・世帯数に応じて按分する。 

  ②被保険者数規模に応じた収納率の設定により、国保事業費納付金

額を調整する。 

【参考】県統一保険料率の意義 

（１）更なる支え合いによる財政運営の安定化 

今後の被保険者数の減少や被保険者総所得の減少、高額薬剤の出現などを想定

すると、特に小規模市町村における将来的な財政運営の不安定などのリスクを軽

減・分散し、国民皆保険制度を将来にわたり堅持する。 

（２）市町村ごとに異なる保険料負担の不公平感の解消 

保険料率の算定方法を同一とすることによって、被保険者にとってわかりやす

くなり、不公平感が解消される。 
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  ③県からの繰入金や交付金などに係る公費や経費を県単位化し、差

別化を少なくする。 

  ④市町村は、収納率の向上に努め、定められた国保事業費納付金額

を確保し、県に納付する。また、保険給付の適正な実施や医療費

適正化の取組を積極的に進める。 

⑤市町村における医療費指数改善や収納率向上に向けた取り組みを

進めるための仕組みを確保する。 

⑥各市町村は県が定める県統一保険料率を設定することを基本とす

る。ただし、必要があると認められる場合は、市町村国保におけ

る財政調整基金を活用した保険料抑制等、例外的な取扱いも可と

する。 

 

（４）統一に向けた課題と対応 

 取組期間：平成３０年度～令和５年度 

医療費格差の縮小や保険料収納率向上等が課題であり、令和５年度

までを、インセンティブの付与等により改善を進める「取組期間」と

する。 

  なお、医療費指数や保険料収納率の改善状況を確認、評価する。 

 

 移行期間：令和６年度～令和１０年度 

保険料の激変を緩和するため、令和６年度から令和１０年度の期間

を、県統一保険料率に向かう「移行期間」とし、納付金算定におい

て、以下の調整を段階的に実施する。 

  ①医療費等の状況の反映に関する調整 

（医療費指数反映係数α＝０に向けた調整） 

②保険料収納率による調整 

③経費や公費の県単位化に向けた調整 

 

 県統一保険料率の開始予定時期：令和１１年度 
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令和2年度 第1回 国民健康保険運営協議会（R2.11.24）

県
統
一
保
険
料
率
（※

）

H30 R5 R6 R11

取組期間 移行期間

【具体的な取組】
○算定方式の統一（3方式）

○β値（所得係数）の同値化

○医療費指数の改善の取組
【目標：最大医療費指数1.10】
（現在：1.21）

○経費及び公費の県単位化の検討

○収納率向上の取組
【目標：県全体94.67%】
（H30:92.35%）

【具体的な取組】
保険料の激変緩和のため、国保事業費納付金の
算定において、次の調整を段階的に進める。
○医療費の高低を反映させる程度の調整
（医療費指数反映係数α=0に向けた調整）

R6：1.0  R7 ：0.8 R8 ：0.6  
R9：0.4    R10:0.2    R11：0.0

○保険料収納率の高低を反映させる程度の調整
R6： 0％ R7 ：20% R8 ： 40% 
R9：60％ R10：80% R11:100%

○経費・公費の県単位化を反映させる程度の調整
R6： 0％ R7 ：20% R8 ： 40% 
R9：60％ R10：80% R11:100%

【今後の課題】
○ 標準的な収納率の設定
○ インセンティブ公費の設定
○ 事務の標準化
○ 赤字の解消や発生しない取組継続 等

県統一保険料率までのスケジュールイメージ

県統一保険料率の意義
①市町村間の更なる支え合いによる財政運営の安定化
②市町村ごとに異なる保険料負担に対する被保険者の不公平感の解消

※例外的な取扱いを含む（市町村国保の財政調整基金の活用等）

Ｒ10
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令和2年11月24日
県統一保険料率のイメージ　

　【前提】Ａ町、Ｂ町、Ｃ町とも所得総額、被保険者数、世帯数等が同じであるとする。

　　　棒グラフは、「1人あたり保険料」を示している。　

Ａ町 Ｂ町 Ｃ町 Ａ町 Ｂ町 Ｃ町 Ａ町 Ｂ町 Ｃ町

一

定

範

囲

※段階的調整のイメージは下図のとおり

現在

医療費指数の格差や収納率の格

差、１人あたり公費に差がある

ため、１人あたり保険料に格差

が生じている。（実際の１人あ

たり保険料は所得によっても差

が生じることに留意）

～令和５年度末 令和11年度～

市町村における負担の格差をで

きる限り縮小させるため、医療

費指数や収納率の差を一定の範

囲に縮小させる。

令和6年度から段階的に調整※

し、令和11年度から、県統一保

険料率（例外的な取扱いを含

む）とする。

【例外的な取扱いの例】

・市町村国保における財政調整

基金等を活用した保険料率抑制

県統一保険料率のイメージ【移行期間のイメージ】（1人あたり保険料が上がる場合）　

Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ１０ Ｒ１１（県統一保険料率の開始） Ｒ〇

【前提】１人あたり保険料が変化する理由は、①α=0に向かう調整、②収納率による納付金調整、

　　　　③公費等の県単位化によるものだけであり、所得や被保険者数による１人あたり保険料が

　　　　年度ごとには変化しないものと仮定している。

　　　　棒グラフは、「１人あたり保険料」を示している。

年度

一

人

あ

た

り

保

険

料

段階的に保険料が上がる。

市町村国保における財政調整基金など

を活用して、保険料を緩やかに上げる

ことも可能。
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